
               
 

   

                  

                                    

        

吉
田
議
員 

市
内
の
中
学
２
年
生

の
女
子
生
徒
が
同
級
生

の
６
人
の
女
子
生
徒
か

ら
、
腰
を
蹴
ら
れ
る
な
ど

し
て
ケ
ガ
を
し
た
が
、
市

教
委
が
い
じ
め
と
し
て

対
応
し
て
こ
な
か
っ
た

こ
と
は
、
重
大
な
問
題
で

あ
る
と
考
え
る
。 

今
回
の
問
題
を
、
ど
の

よ
う
に
受
け
止
め
て
い

る
の
か
。 

松
井
市
長 

 

市
内
中
学
校
に
お
い

て
、
い
じ
め
事
象
が
発
生

し
、
ご
心
配
、
ご
迷
惑
を

お
か
け
し
て
い
る
こ
と

に
、
心
か
ら
お
詫
び
申
し

あ
げ
る
。 

        

雀
部
教
育
長 

 

い
じ
め
は
ど
の
学
校

で
も
、
ど
の
子
に
も
起
こ

り
得
る
も
の
で
あ
り
、
重

大
な
人
権
侵
害
、
暴
力
や

犯
罪
に
つ
な
が
る
許
さ

れ
ざ
る
行
為
で
あ
り
、
命

に
か
か
わ
る
重
大
な
問

題
と
し
て
受
け
止
め
て

い
る
。 

吉
田
議
員 

 

い
じ
め
を
な
く
す
た

め
に
、
①
小
中
学
生
を
対

象
に
し
た
、
い
じ
め
の
ア

ン
ケ
ー
ト
調
査
を
実
施

さ
れ
た
い
。
②
保
護
者
と

協
働
の
力
で
解
決
す
る

た
め
に
、
保
護
者
会
を
ひ

ら
く
な
ど
、
情
報
公
開
を

し
て
い
た
だ
き
た
い
。
③

市
内
の
小
中
学
校
に
ス

ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

を
配
置
し
て
い
た
だ
き

た
い
。
④
教
師
が
ゆ
と
り

あ
る
教
育
を
お
こ
な
う

た
め
に
も
、
中
学
１
年
生 

だ
け
で
も
少
人
数
学
級

が
必
要
で
は
な
い
か
。 

雀
部
教
育
長 

①
い
じ
め
の
実
態
調

査
に
つ
い
て
は
、
県
の
方

が
中
高
生
対
象
の
ア
ン

ケ
ー
ト
調
査
を
実
施
す

る
。
（
小
学
校
も
実
施
し

て
い
る
）
②
オ
ー
プ
ン
ス

ク
ー
ル
の
機
会
を
増
や

し
て
、
そ
の
な
か
で
教
師

と
保
護
者
が
気
づ
く
こ

と
を
共
有
し
な
が
ら
、
い

じ
め
の
未
然
防
止
に
力

を
入
れ
て
い
き
た
い
。
③

ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ

ー
に
つ
い
て
は
、
４
中
学

校
に
つ
い
て
配
置
を
し

て
い
る
。
増
員
を
県
に
要

望
し
て
い
き
た
い
。
④
少

人
数
学
級
に
つ
い
て
も
、

県
教
委
に
対
し
て
導
入

を
迫
っ
て
い
き
た
い
。 

                       

                

吉
田
議
員 

 

生
活
習
慣
病
の
改
善

を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
国

保
医
療
費
の
適
正
化
を

め
ざ
す
た
め
に
、
桜
井
市

特
定
健
康
診
査
等
実
施

計
画
を
策
定
し
進
め
て

い
る
が
、
平
成
２０
年
度

か
ら
始
ま
り
、
今
年
度
は

第
１
期
の
最
終
年
度
で

あ
る
。
平
成
２３
年
度
の

特
定
健
康
診
査
の
受
診

目
標
、
受
診
対
象
者
、
受

診
者
、
受
診
率
を
尋
ね
た

い
。 

松
井
市
長 

 

平
成
２３
年
度
の
受
診

目
標
は
５５
パ
ー
セ
ン
ト
、

受
診
対
象
者
は
１
万
１

千
１
６
２
人
、
受
診
者
は 

               

２
千
１
３
１
人
、
受
診
率 

は
１９
・
１
パ
ー
セ
ン
ト 

で
あ
る
。 

吉
田
議
員 

 

目
標
に
対
し
て
か
な

り
の
開
き
が
あ
る
。
今
年

度
は
受
診
目
標
が
６５
パ

ー
セ
ン
ト
に
設
定
さ
れ

て
い
る
が
、
さ
ら
に
受
診

率
を
あ
げ
る
た
め
に
ど

の
よ
う
に
考
え
て
い
る

の
か
。 

松
井
市
長 

 

広
報
等
に
よ
る
啓
発
、

未
受
診
者
に
対
し
て
ハ

ガ
キ
や
電
話
に
よ
る
受

診
奨
励
を
お
こ
な
っ
て

い
る
。
今
年
度
か
ら
は
、

心
電
図
検
査
を
対
象
と

す
る
な
ど
、
検
査
項
目
の

充
実
を
図
っ
て
い
る
。 

 吉田ただお 
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２０1２年１１月号 

ＮＯ．４４号 

月号 

    Ｎｏ、４3号 

 

９
月
定
例
議
会
が
、
９
月
３
日
か
ら
２５
日
ま
で
の
１

９
日
間
の
日
程
で
お
こ
な
わ
れ
ま
し
た
。
日
本
共
産
党

は
、
市
民
の
切
実
な
願
い
を
市
政
に
届
け
る
た
め
奮
闘

し
ま
し
た
。 

 

ま
た
、
２
０
１
１
（
平
成
２３
）
年
度
一
般
会
計
決
算

に
反
対
の
態
度
表
明
を
お
こ
な
い
ま
し
た
。 
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いじめのない小中学校

に 
生徒・教職員・保護者が力を合わせて 

２
０
１
１
（ 

平
成
２３

）

年
度
桜
井
市
一
般
会
計 

決
算
の
認
定
に
反
対
討
論
お
こ
な
う
（
要
旨
） 

 

一
点
目
は
、
一
般
会
計
決
算
書
の
民
生
費
に
は
人
権
の
名
に
よ
る
同

和
対
策
事
業
に
多
額
の
税
金
が
支
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
国
に
よ
る
特
別

対
策
事
業
は
終
了
し
ま
し
た
し
、
住
宅
や
住
環
境
に
見
ら
れ
た
劣
悪
な

状
況
は
な
く
な
り
ま
し
た
。
し
た
が
っ
て
、
行
政
が
こ
れ
以
上
、
特
別

対
策
を
継
続
す
る
こ
と
は
、
行
政
自
身
が
差
別
を
固
定
化
し
、
あ
る
い

は
新
し
く
つ
く
り
出
す
こ
と
に
な
り
ま
す
。
一
刻
も
早
く
、
同
和
行
政

は
終
結
さ
せ
る
べ
き
で
す
。 

 

２
点
目
は
、
衛
生
費
に
ゴ
ミ
焼
却
炉
等
管
理
委
託
料
６
億
５
千
６
百

２
０
万
円
が
支
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
平
成
２０
年
に
日
立
造
船
と
随
意
契

約
で
１４
年
８
ケ
月
の
間
に
、
９６
億
２
千
万
円
の
長
期
業
務
委
託
契
約

を
結
ん
で
、
そ
れ
を
さ
ら
に
平
準
化
し
支
出
さ
れ
た
も
の
で
す
。
他
市

と
の
ゴ
ミ
処
理
コ
ス
ト
と
比
較
し
て
も
高
く
、
賛
成
で
き
ま
せ
ん
。 

桜井市特定健康診査 

本年度が第１期実施計画最後の年に 
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昨
年
は
国
民
健
康
保

険
制
度
が
実
施
さ
れ
て

か
ら
５０
周
年
の
節
目
の

年
で
あ
っ
た
が
、
現
在
、

資
格
証
明
書
、
無
保
険
な

ど
経
済
的
理
由
に
よ
る
、

受
診
手
遅
れ
に
よ
る
死

亡
事
故
が
続
出
し
て
お

り
、
国
民
皆
保
険
の
仕
組

み
が
機
能
不
全
に
陥
っ

て
い
る
。 

 

そ
の
最
大
の
要
因
は
、

保
険
税
の
高
騰
で
あ
る
。

桜
井
市
で
も
リ
ー
マ
ン

シ
ョ
ッ
ク
の
平
成
２１
年

に
１４
・
５
パ
ー
セ
ン
ト

の
国
保
税
の
引
き
上
げ

が
お
こ
な
わ
れ
、
所
得
２

０
０
万
円
の
４
人
家
族

で
、
年
間
３６
万
６
千
８

百
５
円
の
過
酷
な
負
担

に
市
民
は
悲
鳴
を
上
げ

て
い
る
。 

 

平
成
２３
年
度
の
国
保

世
帯
、
国
保
税
滞
納
世
帯
、

国
保
税
滞
納
に
よ
る
資

格
証
明
書
、
短
期
保
険
証
、

保
険
証
未
交
付
世
帯
、
同

時
に
２３
年
度
の
保
険
税

滞
納
世
帯
に
よ
る
滞
納

処
分
の
差
押
件
数
と
換

価
額
に
つ
い
て
尋
ね
た

い
。 

 

松
井
市
長 

 

平
成
２４
年
３
月
３１
日

現
在
で
国
保
世
帯
は
９

千
４
百
３１
世
帯
、
保
険

者
数
は
１
万
７
千
７
百

３３
人
、
こ
れ
に
対
し
て

国
保
税
滞
納
世
帯
数
は

２
千
２
百
６６
世
帯
、
資

格
証
明
書
発
行
世
帯
は

２９
世
帯
・
４９
人
、
短
期

保
険
証
発
行
世
帯
は
２

百
５７
世
帯
・
５
百
２３
人
、

保
険
証
未
交
付
世
帯
は

７
百
３５
世
帯
・
９
百
４５

人
で
あ
る
。
２３
年
度
の

差
押
件
数
は
３
百
３８
件

で
換
価
額
は
２
千
２
百

５１
万
３
百
円
で
あ
る
。 

吉
田
議
員 

 

今
日
の
国
民
健
康
保

険
制
度
は
、
そ
れ
ま
で
の

相
互
扶
助
制
度
か
ら
憲

法
２５
条
に
基
づ
い
て
、

国
民
の
誰
も
が
医
療
を

受
け
る
権
利
を
保
障
す

る
制
度
に
変
わ
っ
た
。
国

保
税
の
き
め
細
か
い
納

税
相
談
と
保
険
証
の
発

行
を
お
こ
な
う
と
と
も

に
、
滞
納
処
分
に
よ
る
差

押
に
つ
い
て
も
、
そ
の
世

帯
の
経
済
状
況
の
聞
き

取
り
を
お
こ
な
う
な
ど
、

慎
重
に
お
こ
な
っ
て
い

た
だ
き
た
い
。 

  

松
井
市
長 

 

何
ら
か
の
事
情
に
よ

り
国
保
税
の
納
付
が
困

難
な
家
庭
に
対
し
て
は
、

電
話
相
談
や
市
役
所
窓

口
に
お
い
て
、
き
め
細
か

い
納
税
相
談
を
通
じ
て
、

分
納
に
よ
り
納
付
を
し

て
い
た
だ
い
て
い
る
。 

 

国
保
税
滞
納
に
よ
る

差
押
に
つ
い
て
は
、
督
促

状
、
分
納
不
履
行
通
知
、

催
告
状
、
差
押
事
前
通
知

書
等
の
送
付
に
よ
り
納

税
を
促
し
て
い
る
。 

 

し
か
し
な
が
ら
、
議
員

が
述
べ
て
い
る
よ
う
に
、

今
後
も
事
情
を
聞
く
な

ど
、
き
め
細
か
い
納
税
相

談
に
努
め
て
い
き
た
い
。 

              

                                    

                                   

                                    

誰もが医療を受けられる制度へ 
国保税のきめ細かい納税相談と保険証の発行を 

機
能
不
全
の
国
民
皆
保
険 

き
め
細
か
い
納
税
相
談
に 

年 度 件 数 換価額（円） 

平成２１年度 １９ ５８８，６８９ 

平成２２年度 ３８ ３，７１５，０５５ 

平成２３年度 ３３８ ２２，５１０，３００ 

 

国保税滞納による差押 

私たちはこう考えます 
尖閣諸島１８９５年、領土編入 

日本の領有と実効支配は正当 

●尖閣諸島を探検した古賀辰四郎氏が、同島の貸与願いを申請（１

８８５年）。日本政府は尖閣諸島を日本領に編入しました（１８

９５年）。これが最初の領有行為（先占）で、国際法で正当と認

められています。 

●中国は１９７０年代になるまで意義をとなえたことはありませ

ん。「日清戦争で奪った」という主張も歴史的に成り立ちません。 

竹島 １９０５年、領土編入 

●竹島であしか漁をしていた中井養三郎の求めを受け、日本政府は

同島を日本領として島根県に編入（１９０５年）。これは国際法上

有効なものです。 

●しかし、この時代は日本が韓国を武力をもって植民地化していく

過程で、韓国の外交権は奪われ、韓国は意義をとなえることもで

きませんでした。 

植民地支配への反省にたって話し合いのテーブルを 

●領土問題の解決のためには、日韓双方が歴史的事実にもとづいて、

外交交渉で解決をすることです。 

●いまの問題は、日韓間に解決を話し合うテーブルがないことです。

日本政府が韓国併合（１９１０年）への根本的な反省にたってこ

そ、冷静に話し合うテーブルがつくられます。 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 

解決策を提案する党です 
領土問題の解決には、歴史的事実と道理に立った外交交渉が必要です。緊張を激化させるような行動は、双方が慎まないと問題の解

決にはなりません。日本共産党は侵略戦争と植民地支配に反対を貫き、旧ソ連、中国など、どんな大国の横暴も許さぬ自主独立の党で

す。だからこそ、歴史的事実と道理に立った解決策を堂々と提案し、冷静にとりくみます。 

国保 

尖閣諸島 

竹島 
日本共産党 

歴史的事実と道理に立った 


